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国民に対する保健・医療情報の提供方策と行動変容の

関連に関する検討

乳幼児突然死症候群（SIDS）関連情報受容後の保護者の行動変容
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目的　国民に対する保健・医療情報の提供方策とそれに伴う行動変容との関係を明確に評価した

研究は認められない。乳幼児突然死症候群（SIDS）予防対策をモデルに，本疾患に関する

情報を受け，保護者がいかに行動変容したかを評価するため，保護者に対する調査を実施し

た。

方法　新潟県，岐阜県，静岡県，広島県および横浜市における234市町村・区において，平成11

年11，12月に実施された1歳6か月児健康診査対象児の保護者14,879人を調査対象とした。

自記式無記名の調査票を用いてSIDS予防対策に関する項目の調査を行い，同疾患発症危険

因子（寝かせ方，栄養方法および両親の喫煙習慣）等の情報取得に際して各取得経路と危険

因子除去に向けた保護者の行動変容との関連についてロジスティック回帰モデルを用いて解

析した。

結果　10,900人から回答を得た（回収率73.3％）。病院・診療所において危険因子等の情報を取

得した人は19.0%，保健所では3.7％と低率であったが，テレビでは71.1％とマス・メディア

では高率を示した。友人からの情報取得率も9.2％と低い値に留まった。一方，行動変容の

程度について，情報取得先や両親の性，年齢，子どもの数等の変数で調整後解析したとこ

ろ，病院・診療所での情報取得は，すべての危険因子に関連した行動変容の惹起に有意な影

響を与えていた。また，栄養方法に関する危険因子については保健所から，寝かせ方につい

ては子育てグループから，喫煙習慣については友人から情報を取得することがそれぞれ行動

変容に有意に結びついていることが認められた。マス・メディアからの情報取得と行動変容

の有無の間にはすべての危険因子において関連が認められなかった。

結論　医療機関，行政機関もしくは個人的情報源に比してマス・メディアの方が圧倒的に情報量

および伝達効率は高い。しかし，情報伝達の最終的効果である情報取得後の行動変容の有無

に着目すると，逆に病院・診療所や保健所，育児グループ等による情報伝達に効果が認めら

れ，マス・メディアには認められないことから，清報提供自体の効率と情報取得後の行動変

容の程度との間には明確な乖離が認められることが明らかとなった。今後，国民に行動変容

を促す保健・医療情報を提供するにあたり，各情報提供経路の特性，対象群の属性等を勘案

した上で，より効果的効率的な情報提供方策を検討すべきであろう。
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